
地域公共交通計画策定の背景について
議案２
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市内の移動においては自動車で移動し
やすいことが強みである一方、自動車
が利用出来る、出来ないによって大き
な移動格差が発生

まちづくりの特徴

●高い道路整備率・区画整理施行率
●市街地の郊外への拡大
●中心市街地の衰退

●広域から集客する大規模な商業施設や
総合病院等が広範囲に立地している。
●コンビニや診療所、老人福祉施設、保
育園等も多く立地している。
●市民サービスセンターや図書館（分
館）が計画的に配置されている。

施設立地の特徴

前橋市の現在の都市の形



2前橋市で目指したい都市の形

前橋市立地適正化計画
コンパクト・プラス・ネットワークの概念のもと、
以下の視点でまちづくりを目指すこととする。

■市内全体に一様な投資を続けるのではなく、選択
と集中の観点から、積極的に投資を行う地域を選定
し、そこに居住地や都市機能を誘導する都市のコン
パクト化

■公共交通網の整備方針と連携し、自動車以外でも
移動が容易な都市構造への転換を図ることで、自動
車を中心とした生活から過度に自動車に依存しない
生活への転換



○自動車への過度な依存
交通手段分担率(群馬県ＰＴ調査)
▶自動車７５％
▶鉄道３%
▶バス０.５%
▶通学における自転車２６％

○免許非保有者の移動
▶免許非保有者の公共交通利用５%
▶お出かけ機会の急減
▶送迎負担の増大

○突出した自転車事故件数

前橋市の移動の実態

中学生の通学時事故件数（2022年）

高校生の通学時事故件数（2022年）

出典：自転車の安全利用促進委員会
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市内公共交通の状況

・JR両毛線、上越線、上毛電
鉄を軸に、前橋駅を中心にバ
スが放射状に運行

・市街化区域内では路線バス
が運行しているが、南北幹線
を除くと本数が少ない

・各方面からのバスがまちなか
で重複して運行しており、
郊外ではデマンド交通が運行上毛電鉄

上下ともに30分に1本

JR上越線
高崎方面 30分に1本
渋川方面 60分に1本

前橋駅
JR両毛線

朝夕 概ね10分に1本
日中 30分に1本

デマンド交通運行エリア
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バス運行と移動の関係

出典:宮城県ＰＴ調査

バスの運行本数が多い地区ほどバス
を初めとして自動車以外の移動手段
を選ぶ人が多い
＝各々状況に応じた交通手段を選択
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バスの運行最大間隔が３０分より短
くなると大幅にトリップ密度が増加

出典:宮城県ＰＴ調査出典:仙台市交通政策推進協議会令和5年度 第6回公共交通ワーキング 資料

バスの運行間隔が多いほど外出率が
増加

Confidential
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市民が多様な交通手段を選択できる社会
→地域に応じて自宅から目的地まで過度に自家用車に依存しないで移動できる環境の整備が必要
例えば、以下の形のような整備を実施することは有効なのか、また、効果的な整備をするために
は、どのような公共交通の見直しを行なえばよいのかを確認するためにアンケートを実施したい

準幹線軸

幹線軸

幹の交通の強化

葉の交通の強化

バス

新幹線・電車

都市間交通

バス停

バス停

住宅
エリア

生活施設

パーソナルモビリティ・
シェアサイクル等

バス停

市街化区域

枝の交通の強化

平日に商業施設等でのP＆BR

バス停

都市部

前橋市中心市街地
（駅エリア）

市街化調整区域・非線引き

デマンド交通
自家用車

住宅
エリア

前橋市で目指したい移動の形

整備イメージ

ＭａａＳによる利用促進
⇒経路検索、予約
⇒モビリティの利用料割引
⇒駐車場利用料割引
⇒商業施設サービス
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参考：前橋市アーバンデザイン

前橋駅

県庁前

本町ライン
等間隔運行区間

道路を民間で民間の資金により整備

旅館をリノベ
白井屋ホテルとして再生
世界のベストホテルに選定

空き店舗の
リノベーション

まちなかにおける民間主体のまちづくりを推進するための指針をＲ１に制定し、ウォーカブルなまちを目指す
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参考：宇都宮市公共交通計画

幹の交通

枝の交通

葉の交通
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参考：金沢市公共交通計画

交通重要路線を
具体的に選定
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前橋市の地域課題参考 アフターコロナ時代の地域交通の方向性の研究

アフターコロナ時代に向けた地域交通の共創に関する研究会
ファーストワンマイルを発送の起点として、「葉の交通」について多様な主体の「共創」を実践
することにより、くらしのニーズに基づく持続可能な交通を実現するモデルを研究

出典 国土交通省
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